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1は じ め に

地域統合のプロセスは、当該地域の為替体制のあ り方 と深い関係を有 してい

る。というのは,地 域統合の目標の一つは共通通貨圏を形成することにあるか

らである。現段階の東アジアにおいては,地 域内の各国における経済発展の水

準が大 きく異なり,各 国が採用する為替制度の間にも大きな差異が存在する。

けれども,こ れは東アジアにおいてより安定的な為替体制を構築する必要性を

否定するものではない。国際貿易の増加率はGDPの 増加率より高いことは現

代の国際経済の主要な特徴の一つであるが(WTO[2002]) ,こ の傾向は東ア

ジアにおいてより明確 に見られる。さらに近年,東 アジアの域内貿易やFDI

が増加 し,東 アジア各国の相互依存関係が深化しつつある。これらの事実は,

この地域における,持 続可能な為替体制の構築は急務になったことを意味する、,

本論文では,東 アジアにおける経済統合の可能性を視野に入れながら,輸 出主

導型成長と為替体制との関係について考察する。

本論文の構成は次の通 りである。第H節 では.カ ル ドアの成長理論にもとづ

いて,成 長様式の転換について議論する、そしてカル ドァ型輸出主導型成長モ

*本 稿 の 内 容 の 一 部 は・MainTen〔lencieトoftlleContemporaryCapiしahsmandPolicyAgenda

に 関 す る国 際 会 議(2004年7月29-30日 ,於:慶 北 大 学,韓 国)で 発 表 さ れ た .、そ の 際,Ick.Ji,亘

Seo,RolandBorrellyの 各氏 か ら有 益 な コ メ ン トをい た だ い た .記 して 感謝 した い.
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デルを,国 際的文脈において為替制度と賃金制度 とに結びつけるという,モ デ

ルの拡張の方向を示す。第皿節では,ま ず,輸 出財部門と国内財部門の労働生

産性上昇率を計測 し,そ の不均等性を明らかにする。そして不均等生産性上昇

のもとでの国際貿易に関するヒックス,パ シネ ッテ孔 バラッサ ・サ ミュエル

ソンの議論に基づいて,為 替制度と賃金制度の違いがもたらす3つ 成長パター

ンを提示する。第1V節では,日 本,韓 国,中 国における輸出主導型成長の歴史

的教訓をふまえて,不 均等生産性上昇が存在する東アジアにとって望ましい為

替体制の諸必要条件を明らかにする。結論では,東 アジアにおける望ましい為

替体制として,「共同的に管理された」フロー ト制を提書する。

llカ ル ドア型輸出主導型成長モデルの再検討:

成長様式の転換と為替体制

カルドアは早 くから,経 済成長率の国別差異のうち,か なりの部分は輸出部

門のパフォーマンスに起因す ると指摘 した(Kξ 夏ldor[1966],[197{)]〉。 この認

識に基づいて,カ ルドアは輸出部門の発展を完全雇用や持続的経済成長を実現

する主要な手段として位一置づけた'匹、,

カル ドアの経済成長理論の核心にあるのは,生 産性上昇と需要成長 との間で

作用する累積的因果連関という考え方である(Kal(lor[1971])。 消費主導型成

長では,こ の累積的因果連関のメカニズムはかなり明確である。労働生産性上

昇の成果が,賃 金所得の上昇 として分配されることにより,消 費需要の成長が

可能になる。また,消 費需要の上昇は,産 出量の上昇を導き,そ れはleaming

bydoingな どによる動学的収穫逓増作用を通 じて,労 働生産性の上昇をもた

らす。また,輸 出主導型成長では,輸 出財にかたよった労働生産性上昇,政 府

による裁量的な為替レー トコントロール,賃 金上昇の抑制 という3つ の要因の

1)B.。k。,n,、n[1962]は 国際競 争力や輸出 ノ∫程式 などを定 式化する ことに より,カ ル ドアの発想

をモデル化 した.カ ル ドアの輸出主導型成長 モデルはKaldor-Beckerman輸 出主導型 成長 モデル

と呼 ばれ る こと もある。
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うち、い くつかの要因によって,当 該国の通貨が過小評価される状態が生 じる。

通貨が過小評価されると,当 該国の輸出財の国際価格が低下する。その結果,

他国の国民がこの輸出財を購入する場合に限られるが,他 国の国民の購買力が

高められる。すなわち,当 該国で生じた労働生産性上昇の成果の}部 は,国 境

を越えて漏出し,他 国の国民にも分配される。このような生産性上昇の成果の

グローバルな分配が,労 働生産性上昇を輸出需要成長に結びつける。

カル ドアの議論のもうひとつの核心はL成 長様式の転換(Boyer[1992])'

を通 じて,完 全雇用をともなう持続的済成長の実現可能性を指摘する点にある。

ここでいう成長様式の転換 とは,内 需主導型成長から輸出主導型成長への転換

だけではな く,輸 出主導型成長から内需主導型成長への転換をも含んでいる。

本稿では,こ のような双方向の成長様式の転換を視野に入れて,以 下に述べる

ようなカルドアの分析枠組みの限界を乗 り越え,そ の拡張を試みる。

一般 に,カ ル ドアの輸出主導型成長モデルに対する批判は以下の2点 に集中

する。第1は,こ のモデルでは輸出構造の高度化問題は十分に考慮されていな

い点である(Pugno[1996])。 第2は ,労 働力供給の制約という問題を重視 し

ていない点である(Balassa[1963])。 この2つ の問題点に関 して,本 稿では

次のようにして,解 決を試みる。第1の 問題点については,第3節 で簡単に説

明するように,産 業連関表をもとに,垂 直的統合という方法により解決で きる。

すなわち,各 品目1単 位の生産に直接的間接的に必要な労働量を算出したうえ

で,輸 出品目構成にもとづいて加重平均を行うという手続きによって,国 民経

済の輸出に関わる活動全体の労働生産性を測ることができる。このような方法

によって,輸 出品目の高度化という構造変化を数量化できる(宇 仁 【1995])。

第2の 問題は,雇 用 と賃金の決定に関わる諸制度と関わってお り,雇 用や賃金

決定をめぐる制度の分析をカル ドア型輸出主導型成長モデルに取 り入れること

で解決できる。

さらに,こ れらの問題点とは別に、為替 レー トに関するカル ドアの議論はき

わめて一国主義的であるという第3の 問題点もある。たとえば,彼 は為替 レー
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トを介 して 国 内価 格 が 国際 価 格 に転 化 す る とい う事 実 に注 日 し,為 替 レー トの

減 価 を通 じた 国際 競 争 力 の強 化 を推 奨 す る。 こ こで,カ ル ドア は主 に一 国 経 済

の視 点 か ら輸 出 主 導型 成長 を論 じて い る。 そ の 結 果.為 替 レー ト水 準 の 操 作 や,

為替 体 制 の変 更 は往 々 に して 国 内的 あ るい は国 際 的 な利 害 の対 立 を引 き起 こす

点 が軽 視 され てい る、、た と えば為 替 レー ト切 り下 げ に よ って 当該 国 の輸 出 は増

え る と して も,輸 入価 格 上 昇 に よ る実 質賃 金 低 下 が 起 き る可 能 性 が あ る。 ま た

貿 易 相 手 国 に お い て は,貿 易 赤 字 の 累積,産 業 空 洞 化 や 失 業 増 大 が 起 き る可 能

性 が あ る。 この よ うな利 害 対 立 を緩 和 し,経 済統 合 を促 進 す る ため に は,国 内

的,国 際 的 な コー デ ィ ネー シ ョ ンを可 能 にす る諸 制度 が必 要で あ る。 本 稿 で は,

利 害 対 立 の基 本 的 要 因 と して,輸 出部 門の 発 展 に伴 って 生 じ る生産 性 上 昇 の成

果 の 国 際 的,国 内 的 分 配 の 変 化 に 着 目す る(Pasinetti[1993]Chap,9,宇 仁

[1995])。 この よ うな成 果 の 分 配 の 変化 に は,為 替 制 度 だ けで は な く賃 金制 度

も関係 して い る。 したが って,輸 出 主 導型 成 長 を,国 際 的 文 脈 にお い て,為 替

制 度 と賃 金 制 度 とに結 びつ け て検 討 しな け れ ば な らな い。

そ の際,留 意 しな け れ ば な らない こ とは,資 本 主義 の 多様 性 と諸 制 度 の補 完

性 で あ る。 国 際 資 本 移動 の増 大 と新 興 工 業 国 の 金 融 危 機 の 多発 を背 景 に,1990

年 代 に は,中 間 的 為 替 体 制 消 滅 論(hypotheslsofthevanishingintermediate

reg重me:Eichellgreen[1994],[199811)が 流 行 して い た が.今 日で は,最 適 な

制 度 は ひ とつ やふ たつ で は ない とい う認識 は 多 くの研 究 者 の共 通 認 識 にな りつ

つ あ る。 国 ご とに 多様 な形 態 で 存 在 す る金融 制 度や 賃 金制 度 な ど他 の諸 制 度 と

為 替 レー ト制 度 とが 相 互 に補 完 しあ う こ とが 重 要 で あ る%そ の 場 合,金 融 制

度や 賃 金 制 度 な どが 多 様 で あ る以 上,そ れ ら と補 完 性 を もつ 為 替制 度 に も多 様

2)為 替制度と金融制度との関係についての研究としては吉富[2003]が ある。吉富は為替制度を

通貨危機の防止という視点だけから論じるのではなく,途」二国の経済発展への貢献 という視点4、

重視 して,国 際短資の流入規制や長期債券市場の発展のための必要な制度づくりの必要性を主張

し,途 上国の金融市場の発展に適合するような為替制度を選択すべきであると主張する。また,

ADB研 究所の研究者たちは金融市場を支える制度を基本の制度,銀 行部門を支える制度・資本

市場を支える制度にわけて詳細に論じた上で,制 度の質を数量化 し金融自由化と制度のギャップ

を明らかにした(Chan霞andAhn[2001].Chang[20〔)2])。 所得分配や投資の視点から輸出主導

型成長や金融自由化を論じる研究として,寺 西[1998L宇 仁[20031が ある:1
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な形態があ りうる。

本稿は,以 上のようなカル ドアの分析枠組みの拡張を通 じて,東 アジア経済

の為替体制の議論に一石を投 じることをめざ している。カル ドア型輸出主導型

成長モデルは,低 成長を脱するための方策として1960年 代に考案された。 しか

し,1970年 代以降,日 本、韓国.中 国などにおいて,輸 出主導型成長が現実の

ものとなり,国 際的な利害対立も実際に起 きた。次節以降では,上 記のような

拡張された分析枠組みにもとづいて,日 本,韓 国,中 国の輸出主導型成長が ど

のような要因によって支えられたか,ま た国内的,国 際的にどのような利害対

立を引き起こしたかを実証的に明らかにする。そのうえで ,賃 金制度や為替制

度の改革を通じた成長様式の転換の実現可能性について論 じる。

lII不 均等生産性上昇と成長体制

1輸 出財,国 内財の労働生産性上昇率と賃金率の計測

生産性上昇と需要成長との間で作用する累積的因果連関を重視するカル ドア

の分析視角を採用する場合,輸 出財,国 内財の労働生産性上昇率 と賃金率を計

測することが必要である%そ の手続きの詳細については付録に記 しているが.

要約すると次の通りである。産業連関表の レオンチェフ逆行列を使って,各 商

品1単 位を生産するのに直接的問接的に必要な労働量,す なわちパ シネ ッティ

のいう 「垂直的統合労働投入係数」を算出する、,輸出を構成する諸商品の構成

比で加重 して求めたこの労働量の平均値を。「輸出財」の垂直的統合労働投入

係数とする。同様にして,国 内で需要される財(以 下 「国内財」と呼ぶ。本稿

での 「輸出財」「国内財」は,輸 出と国内需要を構成する複数の商品からなる

「商品バスケ ット」あるいは 「合成商品」である、,)の 垂直的統合労働投入係

数を求める。この値の低下率を,輸 出財,国 内財の労働生産性上昇率 とする。

3)Balassa・Samudson効 果の実証研 究などにおいて も,貿 易財 と非貿易財の労働生産性上昇率の計測

が必要とな る。 しか し,多 くの既存の研究では,製 造業を貿易財部 門とみな し.諸 サー ビス業 を非

章 易財部門 とみ なす とい う極 めて安易な区分法が採用されてい る。例 えば,Canz・neh,t、i.llg99],
Ega質[2002],Kovacs[21x)41.河 合 ・粕 谷 ・平 形[2003]な ど。
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また,同 様に,産 業連関表のレオンチェフ逆行列を使 って,各 商品1単 位を生

産するのに直接的間接的に必要な賃金 コス ト,い わば 「垂直的統合単位労働 コ

スト」を算出する。この 「垂直的統合単位労働コス ト」を上記の 「垂直的統合

労働投入係数」で除す ことにより,各 商品を生産するのに直接的間接的に必要

な労働に関する賃金率がえられる。輸出を構成する諸商品の構成比で加重 して

求めたこの賃金率の平均値を,輸 出財に関する賃金率とする。同様にして,国

内財に関する賃金率を求めることができる。

米国と日本と韓国における輸出財,国 内財の労働生産性上昇率 と賃金上昇率

は第1～3図 の通 りである(数 値は付録の付表1～3に 示す。中国については,

1992-97年 の労働生産性上昇率 しか得られていないが,輸 出財の労働生産性上

昇率は年率で18。5%で あ り,国 内財の労働生産性上昇率8.6%を 大きく上回る、,

またこの時期の中国全体の名目賃金上昇率は18.8%で あ り,実 質賃金上昇率は

5.0%で あった)。

米国とH本 については,次 の4点 がいえる。第1に,国 内財に関する賃金率

と輸出財に関する賃金率とは,ほ ぼ均等に上昇している。第2に,こ の二つの
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第2図 日本の労働生産性上昇率と賃金上昇率
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第3図 韓国の労働生産性上昇率と賃金L昇 率
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名目賃金上昇率は,輸 出財労働生産性上昇率 を大 きく上回る時期 もあるし

(1970年代の米国),ほ ぼ等 しい時期 もあるし,大 きく下回る時期 もある(1980

年代半ば以降の日本)。 このような名目賃金上昇率 と労働生産性上昇率 との大

小関係が,時 代や国によって違 うことの背景には,労 使の力関係の変化や賃金

制度の変化がある。第3に,輸 出財の労働生産性上昇率は,国 内財のそれを大

きく上回る時期が多い。第4に,国 内財の労働生産性上昇率を上回る名目賃金

上昇分は,国 内財の物価上昇によって,打 ち消されている。その結果.ほ とん

どの時期において実質賃金上昇率は,国 内財労働生産性上昇率とほぼ等 しいか、

やや下回っている。

韓国については,次 の点が米国や日本 と異なる。第1に,1990年 代半ば以降

は,国 内財と輸出財との間で名目賃金上昇率の格差が生 じている。この賃金上

昇率の格差は,労 働生産性上昇率の格差 をある程度反映 している。第2に,国

内財の物価上昇が実質賃金上昇を抑制する効果は作用 しているが,そ の強さは

時代によって異なる。1980年 代前半において実質賃金上昇は強 く抑制されてい

るが.そ の他の時期においては.実 質賃金上昇は,国 内財の労働生産性上昇率

を上回る。 これは,韓 国においては,1980年 のクーデターや1987年 の民主化革

命,1997年 の経済危機などを契機に,労 使の力関係が大 きく変動 し,そ れが

マークアップ率や労働分配率を変化させたためである。

3国 に共通していえることは,輸 出財に関する労働生産性上昇率と名目賃金

ヒ昇率との大小関係や差の大 きさは時期によ り国によ りかなり多様であるとい

うことである。以下で述べる(3)式 によれば,こ の差の大きさが2国 問で異な

る場合,こ の2国 間の自然為替 レー トが変化する。その場合,自 然為替 レー ト

の変化に応 じた実勢 レー トの調整を可能にするような制度的アレンジメントが

必要となる。

2不 均等生産性上昇をともなう3つ の成長パターン

輸出財と国内財の労働生産性上昇が不均等な場合.賃 金制度 と為替制度の形
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態 に 応 じて3つ の 異 な る成 長 体 制 が あ らわ れ る。 そ れ ら は,ヒ ッ ク ス,パ シ

ネ ッテ ィ,バ ラ γサ ・サ ミュエ ル ソ ンの議 論 と関係 して い る。

ヒ ックス は1950年 代 に お け る 英米 間 の貿 易 支 出不 均 衡 間 題 に触 れ なが ら,固

定 為 替 レー トの も とで生 産 性 の不 均 等 な変 化 が,生 産性 の上 昇 す るA国 と生 産

性 の 上 昇 し な いB国 に 及 ぼ す 影 響 を 理 論 的 に論 じて い る(Hicks[1953]pp .

117-135)。A国 の生 産 性 上 昇 が輸 出 財 部 門 に 限定 され(export-biased) ,両 国

の 賃 金 率 や利 潤率 が 不 変 で あ る場 合.A国 の輸 出財 の価 格 は大 き く低 下 し,A

国 製 品 を購 入 す るB国 国民 が 利 益 を得 る。 つ ま り,A国 にお け る生 産 性 上 昇 の

成 果 がB国 へ 漏 出す る、,この ケ ー スで は.A国 の均 等 賃 金 率 には,輸 出 財 部 門

の 労働 生産 性 」二昇 は ま った く反 映 され な い 点 に留 意 す べ きで あ る。 つ ま り国 内

財 の 労働 生 産 性 上 昇 に応 じて賃 金 を 上 昇 さ せ る とい う賃 金 制 度 が 仮 定 さ れ て い

る。

さ らに,バ シネ ッテ ィは為 替 レー ト調整 を組 み込 ん で 生 産 性 上 昇 と国 際貿 易

を 論 じた(Pasinetti[1993]pp.148-176)。,パ シ ネ ッテ ィは 貿 易 財 に 限 定 した

購 買 力 平 価 の 成 立,す な わ ち貿 易 財 の 一 物 一 価 の 成 立 を もた らす よ う な為 替

レー ト調 整 を考 察 した。 上 記 の ヒ ック スの ケ ー スで は,A国 の 輸 出 財 の価 格 は

A国 通 貨 ベ ー スで は低 下 す るが,こ の 価 格 低 下 を 完 全 に相 殺 す る よ う に為 替

レー トは変 化 す る。 そ の 結 果 .B国 通 貨 ベ ー スで はA国 輸 出財 の価 格 は 不変 で

あ り,A国 で 生 じた 生 産 性 上 昇 の 成果 は漏 出 しない 。 この よ うな 「生 産性 上 昇

の 成 果 の 国 内 完 全 閉 鎖 」 を実 現 す る為 替 レー トを パ シ ネ ッテ ィは 「自然 為 替

レー ト」 と呼 ぶ 。 しか し,「 生 産性 」二昇 の成 果 の 国 内完 全 閉 鎖 」 は 「原 理,あ

る い は一 般 法 則 」 で あ り,実 際 の為 替 レー トは短 期 的 に は 自然 為 替 レー トか ら

乖 離 す る とパ シ ネ ッテ ィは述 べ て い る。

こ の よ う な ヒ ック ス とパ シ ネ ッテ ィの 考 察 の 含 意 は ,Baumol[1967]の 不

均 等 成 長論 を2国 モ デ ル に拡 張 す る こ と に よ って,さ らに明 確 に な る。A国 の

国 内 財 の労 働 生 産 性 を の,そ の上 昇 率 を 砥 で 表 す,、また 輸 出 財 の 労 働 生 産 性

を ρA,そ の 上 昇 率 を 防,賃 金 率 を 鞠,そ の上 昇 率 を γ4と す る。 輸 出 財 部 門
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と国 内 財 部 門 の 賃 金 率 は均 等 で あ る と仮 定 す る 。B国 につ い て は,こ れ らの 変

数 を順 に,砺,αB,ρB,β8,ω β,γβで 表 す,,

A国 の 国内 財 の 労 働 生 産性 σ^は,そ の 初期 値 を 万且,時 問 を'で 表 す な らば,

の=孤 ε婦 で あ る。 ま たA国 の賃 金 率 は,そ の 初 期 値 を 鳳 とす る な ら ば,

吻=酬 ♂t'で あ る。 した が ってA国 の 国 内 財 の 単位 労 働 コ ス トC測 は,次 の

よ うに な る。

c、1押=血=塾8(γ 鴻一α4)'
σ沌 σ鴻

また,A国 の輸 出 財 の単 位 労 働 コス トC艀 は,次 の よ う にな る。

c4T=勉=望 且 ε〔γ刈一旦監)'
ρオ ρ4

(1)

(2)

ヒ記 の ヒ ック スの ケー ス で は,禽 だ け が 正 の値 で あ り,α^と 伽 は ゼ ロ で あ

る。 さ らに,マ ー ク ア ップ率 等 は不 変 で あ り各 財 の価 格 は 単位 労 働 コ ス トに比

例 す る と仮 定 す る と,A国 の 国 内財 の価 格 は時 間 を通 じて不 変 で あ り.輸 出 財

の価 格 は低 下 す る こ とに な る 。A国 の輸 出財 価 格 の 変 化率 は γバー禽=一 β^で

あ る.ま た,αB,β8,γBは ゼ ロ と仮 定 さ れ て い る の で,B国 の 国 内財 と輸 出

財 の価 格 は時 間 を通 じて 不 変 で あ る 、,

A国 とB国 の輸 出 財 は国 際市 場 で競 合 関係 にあ る と仮 定 す る。 ま たB国 通 貨

が 国際 通 貨 で あ り.B国 通 貨 建 て のA国 通 貨 レー トをEで 表 し,そ の 変 化 率

を εで 表 す と,A国 輸 出 財 の 国 際価 格 は,A国 通 貨 建 て価 格 ×Eで あ るか ら,

国 際 価 格 の 変 化 率 は 勘 一β^+ε とな る。 上 記 の ヒ ック スの ケー スで は 固 定為 替

レー トが 仮 定 され て い る ので,ε は ゼ ロで あ り,A国 輸 出財 の 国際 価 格 は低 下

してい く,、B国 輸 出財 の 国際 価 格 は不 変 で あ る の で,国 際 市 場 で のA国 の シ ェ

ア は増 加 し,B国 の シ ェ アは低 下 して い くだ ろ う。 そ の結 果,A国 に おい て は,

雇 用 の増 加 とい う利益 が もた らされ るか も しれ な い 。

他 方,上 記 の パ シ ネ ッテ ィの ケ ー スで は.自 然 為 替 レー トが実 現 す る ので 、

A国 通 貨 はB国 通 貨 に対 して増 価 して い く。 自然 為替 レー トの変 化 率 ε.は,
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γみ一禽+ε.=物 一β8を 満 た す 値 とな る。 す な わ ち,

ε,=(β^一 γ4)一(ββ一 γβ)(3)

で あ る、,上記 の ケ ー スで は ε.=β^と な り,A国 の輸 出財 の労 働 生 産 性 上 昇率

と同 じ率 で,A国 通 貨 の 自然 為替 レー トは増 価 して い く。 現 実 の為 替 レー トが

自然 為替 レー トに した が って 変化 す る場 合 に おい て は,A国 輸 出財 の 国 際価 格

は不 変 で あ る。 この 場 合,国 際 市場 で のA国 の シ ェ アは 増 加 しな い だ ろ う。

(3)式 は,輸 出財 部 門 の 労働 生 産性 上昇 とい う主 と して 技術 的 な 要 因 に加 え

て,為 替 制 度 と賃 金 制 度 とい う二 つ の制 度 的要 因 の 連 関 を表現 して い る。現 実

の 為替 レー トが 自然 為 替 レー トに したが って変 化 す るか ど うか は為 替 制 度 に依

存 す る 。た とえば,固 定 為替 レー ト制 や 通 貨 統 合 の 下 で は,自 然 為 替 レー トの

変 化 に応 じた頻 繁 な為 替 レー ト調整 は 困難 あ るい は不 可 能 で あ る 。 ま た 自然 為

替 レー トの変 化 率 の 大 き さは,賃 金制 度 に も依 存 して い る。 た とえ ば,上 記 の

ヒ ックス の ケ ー スで は,賃 金 上昇 率 を 国 内財 労 働 生 産 性 上 昇率 に イ ンデ ックス

す る 制度 が 仮 定 され て い るの で,A国 の輸 出財 部 門 の 労働 生 産性 上昇 率 は正 の

値 で あ る の に賃 金一ヒ昇 率 はゼ ロで あ る。(3)式 に よ る と,輸 出 財部 門 の 労働 生

産性 上 昇 率 と賃 金 上 昇 率 との 間 の差 は,自 然 為替 レー トを増加 さ せ る圧 力 と し

て作 用す る。 こ の よ う な場 合 に,現 実 の為 替 レー トを 自然 為 替 レー トに対 応 さ

せ る に は,頻 繁 な為 替 レー ト調 整 を可 能 にす る為 替 制 度 が 必 要 とな る 。 上記 の

パ シ ネ ッテ ィの ケ ー ス は,こ の よ うな柔 軟 な為 替 制 度 を 前提 とす る。

他 方,両 国 に おい て,名 目賃金 上 昇率 が 輸 出 財 労働 生 産 性 上 昇率 に イ ンデ ッ

ク ス され る とい う賃 金 制 度 が 存 在 す る ケー ス も考 察 に値 す る。Balassa.Samu.

elso11モ デ ル(Balassa[1964],Samuelson[1964])の 通常 の 解 釈 に お い て は,

貿 易財 に関 す る一 物 一 価 の 成 立,つ ま り現 実 の為 替 レー トと 自然為 替 レー トと

の 一致 とい う第 一 の 仮 定 に加 えて,賃 金上 昇 率 が 輸 出 財 部 門労 働 生 産性 上昇 率

に等 しい とい う第 二 の仮 定 が採 用 され る こ とが 多 い1ン。 この よ う な ケ ー ス を,

4)Balassa-Samuels()一1モ デ ルにおいて・上記の二つの仮定を採用する場合.貿 易財部門の労働生

産性上昇率が非貿易財部門のそれをlr回 るとき.貿 易財の価格は不 変であ り 非貿易財の価格!
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以 下 で は 「バ ラ ッサ ・サ ミュエ ル ソ ンの ケー ス」 と呼 ぶ.、この ケ ー スで は(3)

式 に よれ ば.自 然 為 替 レー トは不 変 と な る、、した が って,為 替 レー ト調 整 な し

で,つ ま り岡 定 為 替 レー ト制 の 下で も自然 為 替 レー トが実 現 す る。 た だ し.こ

の場 合,(1:)式 を見 れ ば わ か る よ う に,国 内 財 の価 格 は,名 目賃 金 上 昇 率 と同

率 で 上 昇 してい く。 した が って 生産 性 上 昇 率 の 低 い 財 の価 格上 昇 とい うボ ー モ

ル効 果 に よ って,名 目賃 金 上 昇 は打 ち消 され,実 質賃 金 は 不 変 に な る、,

ヒ ック ス の ケ ー ス,パ シ ネ ッテ ィの ケ ー ス,バ ラ ッサ ・サ ミュエ ル ソ ンの

ケー ス の諸 結 果 を ま とめ る と,第1表 の よ う に な る。 ヒ ック スの ケー スが 輸 出

主 導型 成 長 の典 型 で あ る。 バ シ ネ ッテ ィの ケー ス とバ ラ ッサ ・サ ミュエ ル ソ ン

の ケ ー スは 、 と もに内 需 主 導 型 成長 で あ るが,後 者 は イ ン フ レを と もな って い

る。 ヒ ックス の ケ ー ス とパ シ ネ ッテ ィの ケ ー ス との 違 い は,実 勢 レー トの 変 化

率 に あ る。 す な わ ち 為 替 制 度 の 違 い が 関係 して い る。 ヒ ック ス の ケ ー ス とバ

ラ ッサ ・サ ミ ュエ ル ソ ンの ケー ス との違 い は名 目賃 金 上 昇 率 にあ る。 す な わ ち

賃 金制 度 の違 い に起 因 して い る,、この こ とは,輸 出主 導 型 成 長 か ら内 需 主 導 型

成 長 へ の成 長 体 制 の転 換 は,為 替 制度 や 賃金 制 度 の変 化 と関 わ って い る こ とを

示 す 。

以 下 の節 で は 。貿 易財 に関 す る一物 一価 の不 成 立,つ ま り自然 為 替 レー トと

実 勢 レー トとの乖 離 を.賃 金 制 度 と為 替制 度 とい う二 つ の制 度 的 要 因 を重視 し

て説 明 す る。 具 体 的 に は,こ の よ うな 制度 的 要 因 に も とづ く為 替 レー トの 過 小

評 価 が,日 本,韓 国,中 国 の輸 出 主 導 型 成 長 を支 え た こ とを 明 らか にす る。 さ

＼は ヒ昇する、、その結果,こ の二つの加重平均 であ る一般物価 の上昇 は,自 国通貨の実質為替 レー

トの上昇につながる。 こう して主 と して技術的要因に基づ く産業 間の生 産性上昇率格差に よって

実 質為替 レー1・の変化が もた らされ る とい うBalagsa-Samuelson効 果が導かれ る、 しか し,こ

の よ うなBalassa-SamuelsoI】 モデ ルの通常 の解 釈におい ては制度的 要因が無視 され てい る。上

述の ように,第 一の仮 定の成立 は為替制度 に依存 しているために,必 ず し も白明ではない。 また.

第二 の仮定の 成立 も賃金 制度 に依存 してい るために,必 ず しも自明 ではない・現 に,Balassa-

Samue董s{m効 果 に関す るい くつかの実証研究 は.第 一の 仮定の不成 立・つ まり貿易財 に関す る

・物 価 の不成立を証明 している.し たが って,雲 質為替 レー トの変化 は産業問 の生産性上昇率

格差 だ けで は説明で きない ことになる((⊃anzonerieu1,[1999].査gart[2002],Kov説s[2004],

河 合 ・粕 谷 ・平形[20〔13]な ど〉,、また,第1～3図 をみ る と,Balassa・SamuelSQnモ デ ルの解

釈 における第 二σ)仮定は成立 していない時期が多い。
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第1表3つ のケースの諸結 果

ヒ ッ ク ス バ シ ネ ッテ ィ バラッサ ・サ ミュエルソン

名 目 賃 金 上 昇 率 0* 0* 十 宰

自然為替 レー ト変化率 十* 十* O

実 勢 レー ト 変 化 率 0* 十* O

国内 財価格上昇率 0 0 十*

輸出財 価格上昇率 _* _* o

輸出財国際価格上昇率 _* 0 0

実 質 賃 金 上 昇 率 0* 0* 0*

輸入財購買力上昇率 0* 十 十

成 長 体 制 輸出王導型成長 内需主導型成長
インフレをともなう

内需主導型成長

注:3つ の ケースに共通 す る前提 は,A国 とB国 の国内財労働生産性 ヒ昇 率,輸 出財労働 生産性

上昇率のうち,A国 の輸出財労働生産性上昇率 β、[だけが正の値であ り.残 りはゼ ロである とい

う点である.表 中の+記 号 は,IEの 値であ るβ通に等 しい値 となる ことを示す。表中の一記号は.

負の値であ る 一β4に等 しい値 となる ことを示す,A国 の国内財労働生産性上昇 率 α4が輸 出財

労働 生産性上昇率 魚 よ りも小さい正の値となるよ り一般的な ケー スを考え ると,ア ス タリス ク

を付 したゼロは 飾 に変わ り,ア スタリスクを付 した+記 号は β4一魚 に変わ り,ア ス タリス ク

を付 した一記号 は 一(β^一α4)に変わ る。

らに賃金制度と為替制度の改革を通じて輸出主導型成長を内需主導型成長に転

換する可能性について論 じる。
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